予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：観光費　目：観光開発費　　　
	事業名: 海外誘客戦略推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　商工労働部　観光課　海外誘客係　電話番号：058-272-1111（内3057）

　　　　　　　E-mail：c11334@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：35,130千円（前年度予算額：29,700千円）
	要求内容


	１　要求の内容


　東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故等の影響を受け、一部の国では訪日旅行に対する回復が進んでいるものの、まだまだ本格的な回復には厳しい現状であり、引き続き、東南アジア諸国を中心とした主要旅行見本市への出展、中国メディアを活用した継続的な知名度向上促進、将来的な増加が見込まれる教育旅行の促進活動などとともに、新たにオンライン旅行会社等と連携した情報発信や、国・テーマ等を絞った旅行商品造成促進、昇龍道プロジェクトのＰＲ促進、及び国等との連携事業などを総合的に実施することで、震災後等の本格的な復活及び更なる誘客増を推進するとともに、岐阜県の多様な魅力を世界に向けて情報発信し、知名度の一層の向上と誘客促進を図る。

（1） 認知度向上対策

1 海外旅行見本市出展事業

対象：シンガポール、マレーシア、タイ

2 中国メディアＰＲ事業

　対象：中国

（2） 旅行商品造成・販売支援対策

1 新旅行商品造成促進事業

　 　　対象：アジア全域

2 昇龍道プロジェクトＰＲ促進事業　新
　対象：中国、台湾等　 　　

3 教育旅行促進事業

　 　　対象：中国

（3） 新成長市場等対策　新
1 新成長市場国対象旅行商品造成販売促進事業　新
対象：アセアン諸国

2 外国人観光客誘客促進タイアップＰＲ事業　新
対象：世界全域

3 冬季旅行商品造成促進事業　新
　対象：韓国

4 ムスリム受入環境整備促進事業　新
　 　　対象：県内観光事業者等

（4） 広域連携等対策

1 国等関係機関連携事業

　 　　対象：世界各国の有望市場

2 国際交流員の活用

　　　　 　　英語を母国語とする海外出身の国際交流員による観光誘客活動

	２　所要経費


（1） 海外旅行見本市出展事業：4,444千円

（2） 中国メディアＰＲ事業：6,300千円
（3） 新旅行商品造成促進事業：2,402千円

（4） 昇龍道プロジェクトＰＲ促進事業：3,827千円

（5） 教育旅行促進事業：750千円
（6） 新成長市場国対象旅行商品造成販売促進事業：3,084千円

（7） 外国人観光客誘客促進タイアップＰＲ事業：4,793千円

（8） 冬季旅行商品造成促進事業：342千円

（9） ムスリム受入環境整備促進事業：2,160千円

（10） 国等関係機関連携事業：6,065千円

（11） 国際交流員の活用：963千円

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	29,700
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	29,700

	要求額
	35,130
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	35,130

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　アジアをターゲット市場とした海外誘客を継続的かつ着実に推進し、本県の認知度向上と宿泊等による県内観光消費額の増加に取り組みます。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	観光消費額
	－億円
（H　）
	－億円
（H　）
	－億円
（H　）
	2,372

億円
（H23）
	2,600

億円
（H29）
	91.2％


	観光入込客数
	－万人
（H　）
	－万人
（H　）
	－万人
（H　）
	3,589

万人
（H23）
	3,800

万人
（H29）
	94.4％


	宿泊客数（延べ人数）
	－万人
（H　）
	－万人
（H　）
	－万人
（H　）
	560

万人
（H23）
	600

万人
（H29）
	93.3％


	外国人宿泊客数

（延べ人数）
	－万人
（H　）
	－万人
（H　）
	－万人
（H　）
	13.4

万人
（H23）
	28.0

万人
（H29）
	47.9％



· 平成２３年度から集計方法を変更したため、それ以前の結果とは比較不可能

○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　○アジアを中心とした、海外の国際旅行フェアへの出展
　　・ＮＡＴＡＳ（シンガポール）、ＭＡＴＴＡ（マレーシア）、ＴＩＴＦ（タイ）な
どの現地旅行フェアに継続的に出展
　○日本国内における、訪日旅行会社・メディアの招へい

　　・現地の主要な訪日旅行会社やメディアを招へいし、県内の主な観光地等を直接

訪問・取材


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　○主要な訪日旅行会社においては、岐阜県を含むツアーの造成・販売・実施
　○現地メディアにおいては、県内観光地等の記事を掲載

これらにより、本県の認知度向上とともに、ツアー等として本県訪問者（観光客）の
増加を図ることができた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　国は、２１世紀の成長の柱の１つとして観光立国の推進を表明し、訪日外国人旅行者の増加に向けた取り組みを強化していることから、岐阜県もこれを好機と捉え、積極的な施策を展開していく必要性がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　本県を訪れる外国人宿泊者数については着実に増加しており、さらにターゲット市場においては、大幅な伸びとなっていることから、一定の成果が上がっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　海外現地及び日本国内の両面からの取り組みにより、ターゲット市場における本県認知度向上とともに、本県を含むツアーの造成などに着実に反映されてきている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　認知度向上及び旅行商品造成のため、一過性ではなく、継続かつ地道な取り組みが必要である。
　また、外国人観光客の個人旅行化が伸展しており、こうした流れを踏まえた施策展開も必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　海外からの誘客については継続的な取り組みが大切であり、引き続き、県内観光事業者との連携・協力などにより、ターゲット市場に注力した取り組みを実施する。


